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１　はじめに

本稿は、中小企業白書に見ることのできる企業間関係に対して、取引コスト

理論の立場から、理論的に接近するものである。中小企業が置かれている企業

間関係に関する研究としては、特に、日本の自動車産業におけるメーカーとサ

プライヤー間の関係に関する先行研究があり、ここにおいては、とりわけ取引

コスト理論が、そうした企業間関係の本質を明らかにすることに貢献してきて

いる。

企業を取り巻く環境は刻々と変化をしており、それに応じて、企業間関係に

も変化が見られる。取引コスト理論は、今までの企業間関係が有している経済

的合理性を明らかにすることに貢献してきたわけであるが、変化をする環境下

にさらされ、自らも変化を遂げてきている企業間関係についても、やはり、そ

こにある経済的合理性を明らかにしうるのである。

そこで、本稿においては、従来の企業間関係における経済的合理性を明らか

にしてきている取引コスト理論を用いて、変化を遂げてきている企業間関係に

対しても接近することで、企業間関係を決定付ける経済的合理性の所在を明確
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にする。

まずは、次節において、中小企業の企業間関係の現状について、中小企業白

書１に基づいて論じていくこととする。

２　中小企業における企業間関係の現状

経営資源の制約が強い中小企業にとって、経営資源を背景とするような形で

強みを発揮しようとする取り組み、また、そうした形で経営革新を持続し続け

ようとする努力には限界がある。そこで、中小企業がこのような限界を克服す

るためには、積極的に外部の経営資源を利用しうるようなネットワークの形成

が必要不可欠であり、こうしたネットワークが、今まで中小企業を支えてきた

のであるが、それが垂直連携ネットワークというわけである。

垂直連携ネットワークは、主として製造業に見られるような、下請企業と親

企業間の分業関係であり、下請取引関係と説明されるものである。このような

下請企業と親企業間の分業に何らかのかたちで従事している中小企業の割合は、

これまでの調査によれば1998年時点で全中小製造業の47.9％を占めている２。こ

のような下請取引関係のネットワークが製造業の発展、競争力の源泉として大

いに貢献してきたのは、市場取引を介しながらも取引が比較的少数の親企業を

相手として長期継続的に結ばれ、下請企業が設備や技術などの資源の蓄積を行

うなかで、親企業も長期的取引関係を通じて下請企業に蓄積される専門的な技

術や製造設備を活用しうるという、互いに密接な相互依存関係を分業のなかに

見出してきたことにある。

さらに、下請企業にとって垂直提携ネットワークへ参加するメリットがどの

ようなものであったかを見てみると３（図１）、下請取引のメリットとして最も

高い割合を占めるのは、仕事量が安定するということである。そして、これに

続いて、独自での営業活動が不要というメリットがあげられている。ここで、

これに関連するものとして、下請企業と非下請企業における営業人員比率、広

告宣伝費集約度（売上高広告宣伝費比率）を調べてみると、下請企業は非下請

企業と比較して、これらの数値が低くなっているという状況である４。

こうしたメリットから、下請企業がこれまで垂直提携ネットワークに進んで

参加してきた要因としては、下請企業が親企業から安定的な仕事量を保証され

ることによって、下請企業自らが、営業、広告宣伝などに希少な経営資源を割

かなくてもよいというところを見出すことができる。

しかしながら、こうしたメリットの一方で、下請企業は非下請企業と比較し
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て、黒字企業の割合が低いということも注目しておく必要がある５。これは、下

請企業が親企業と比較して、売上高の変動に対する抵抗力が脆弱であるという

ことから、親企業に仕事量を保証してもらうことで、その対価として、下請企

業が収益の一部を保険的な意味合いから負担しているものとして理解されるも

のである。このような仕事量と収益のトレード・オフ関係の結果として、下請

企業は、自らを低リスクであるものとして、また、それに伴って低収益である

ものとして選択しているということである。また、親企業についても、一方的

な下請企業の擁護に終始するのではなく、安定的な発注を供与する対価として、

下請企業が長期的取引関係のなかで蓄積していく専門的技術や製造設備を活用

することを通じて、技術面やコスト面などからのメリットを享受しているので

ある。

なお、仕事量が安定するというメリットについてであるが、これが占める割

合が依然として大きいことには相違ないが、図１に見るように、そのメリット

については徐々に薄れきており、代わって、取引に関するリスクがない、独自

の製品開発・企画・立案が不要、技術指導が受けられるなどのメリットが注目

されてきている。これは、親企業との下請取引関係のみでは、下請企業の安定

図１　下請取引におけるメリット

（出所）中小企業庁編『中小企業白書（2003年版）』ぎょうせい、2003年、184頁。
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的な経営基盤を維持することが困難になってきているという、環境の変化が生

じ始めていること、すなわち、下請取引に対しての仕事量を保証するという保

険的要素についての機能が弱まってきていることも意味しているものと考えら

れるが、こうしたことの要因としては、グローバリゼーションの流れと、それ

に起因する空洞化の影響があげられる。従来までの親企業と下請企業の取引関

係、すなわち従来型の閉じたネットワークを前提とした垂直提携ネットワーク

が、グローバリゼーションの流れに直面することで、それまでの関係の変容を

余儀なくされているといえる。

1998年以降に親企業が何らかの海外進出をはかったという下請企業は43.1％あ

り、親企業が国内生産を縮小させて海外への生産シフトを行ったというものだ

けで見ても、そうした下請企業は34.8％存在する６。また、これに加え、主力納

入先による海外生産の拡大や海外からの部品調達の拡大などが、下請企業の受

注面に対して悪影響を及ぼしているということもあり７（図２）、グローバリゼ

ーションの流れが既存の企業間関係に変化をもたらす要因となっている。

これまでの企業間関係を考えてみると、取引関係下に置かれた特定の下請企

業との取引を履行しないことは裏切り的行為と受け取られ、親企業自身の評判

を落とすことにつながり、他の下請企業との取引関係にも支障をきたす恐れが

あった。換言するならば、長期的な取引関係の履行を親企業が遵守することで、

下請企業の裏切り的行為も抑制するという機能を、閉じたネットワークが果た

してきたといえるのである。これに対し、今日では、取引関係を国内の下請企

業に頼らず、海外へ依存することも可能になってきていることから、親企業は

既存の企業間関係の変化を許容しうるようになってきているのである。それに

伴って、具体的には、下請企業への発注理由に変化が見られるようになってき

ており、これまでのように取引実績による信頼関係が重視される一方で、品質

が優れていること、コスト対応力があること、納期を厳守することなどが、発

注の理由として、以前に比して一層重視されるようになってきている８。

ここで、金型産業に目を向けてみると、親企業に対して提供してきた金型図

面、すなわち、金型メーカーの知的財産が、金型メーカーの同意なしに海外企

業に流出するという事態も発生してきているのであるが、その一因に、下請企

業は、自社で開発、改良した製品を知的財産権で保護しようとする意識が希薄

であるということもある９。企業間関係に変化が見られるようになってきている

とはいえ、依然として信頼関係も重要であるとするならば、また、信頼関係に

基づく経営資源の共有的状態を維持し、そのメリットを生かそうとするならば、
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こうした問題は回避しなくてはならない一つであり、親企業による下請企業の

知的財産への配慮は、一層重要性を増すことになる。

なお、こうした企業間関係の変化は、下請企業の意識にも影響を及ぼしてお

り、製造業の下請企業では今後強化すべき能力として、コストダウンのための

技術力・生産管理力、独自の新製品開発力、特殊な加工技術・ノウハウの開

発・強化などをあげる企業が多いのであり10、また、実際にも、グローバリゼー

ションの流れに伴い、低コスト化に対応すること、また、高い能力を背景とす

ることとなる高付加価値化に対応することが、下請企業の売上高の増加につな

図２　主力納入先が実施した戦略と自社への影響

（出所）中小企業庁編『中小企業白書（2003年版）』ぎょうせい、2003年、187頁。
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がっている11。下請企業にとっては、能力を高めることで、取引先を増加させる

ことも可能になり、また、それによって特定の親企業への依存度を低下させる

ことが可能にもなってくる。

今まで、多くの下請企業が少数の取引先との長期的･安定的な取引関係を築く

ことを望み、閉鎖的なネットワークの持つメリットを享受してきたわけである

が、これは、多様な技術や知識に触れる機会を自ら狭めてきたということも同

時に意味するものである。取引先の増加を図ることは、経営革新への取り組み

を活性化させ、下請企業自身の成長にもつながる活動となりうるのである。

３　取引コスト理論による接近の枠組み

さて、前述のように、中小企業を取り巻く環境は変化しており、それに伴っ

て、中小企業における企業間関係も変化をしているわけであるが、その変化が

一律にすべての中小企業に同様な形で生じているわけではなく、あくまでも差

別的に生じているということを明確にすることが、適切な企業間関係の把握に

は必要である。そこで、差別的に生じる基準を求めることが必要になるが、本

稿では、それを取引コスト理論に求めるということである。

まず、取引コストについて述べる。市場価格にしたがって、企業が必要とす

る生産要素を望みどおりに購入できたり、あるいは、生産した財・サービスを

望みどおりに販売できたりするといった保証はないのであり、価格の制約だけ

にしたがって、自由に購入でき、自由に販売できる市場を完全市場とするなら

ば、現実の市場は完全とは捉えがたい状況にある。市場で購入し、販売するた

めには、さまざまな活動が必要とされるのであり、それはコストを要する活動

となるわけである。そして、このような取引に必要となるコストを取引コスト

という12。

取引コストには、取引に必要な価格情報の収集・解析に伴うコスト、取引相

手に関する情報の収集・解析に伴うコスト、すなわち、取引相手の探索、評価

のコスト、取引相手との交渉・契約手続きに伴うコスト、取引相手の管理や監

視のコスト、取引相手の変更に伴う調整のコストなどがある。このような取引

コストの存在を基礎として、取引コスト理論13は、企業間関係を規定するメカニ

ズム、すなわち、企業間の分業関係、統合・分離の要因等を解明する理論として、

主に自動車産業のメーカー・サプライヤー関係を対象として発展してきた14。

取引コストの発生要因としては、環境的発生要因と人的発生要因が抽出され

てきており、前者は、取引が直面する将来の不確実性や取引の複雑性などから
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成っている。すなわち、取引相手の発見から取引条件の交渉、契約の締結、取

引の実行の確認、不備の場合の再交渉までの一連のプロセスに関して、将来の

不確実性が高まるほど、そして、取引の複雑性が高まるほど、取引の遂行が困

難になるわけであるが、このことに起因して取引コストが生じるのである。後

者は、取引当事者の限定された合理性や機会主義などから成っている。限定さ

れた合理性とは、主観的には合理的であろうと試みても、客観的には限られた

程度でしか合理的でありえないということを指すものである15。具体的には、情

報の収集から始まる一連の能力などが限られているのである。機会主義とは、

人間が悪賢い方法での自己利益追求も行いうる存在であるということを意味す

るものであり、戦略的行動の余地を含めたものである。なお、すべての人間が

必ずしも機会主義的に行動するわけではなく、そうであるならば、機会主義的

である者とそうでない者を差別的に扱うことが望まれることになるわけである

が、その両者を区別しようとすると、ここにおいてもコストが生じる16。このよ

うな環境的発生要因と人的発生要因とが結びつくことによって、取引コストが

発生するというわけである。

不確実性や複雑性が大きくなるほど、限定された合理性の制約が大きくなる

ほど、さらに、取引当事者の機会主義的行動が大きくなるほど、取引の事前の

プロセスのための探索コスト、交渉コスト、契約コストなどは大きくなり、事

後のプロセスのための監視コスト、再交渉コストなども大きくなる。こうした

ことを踏まえると、取引に関して次のような疑問が生じることとなる。すなわ

ち、こうして取引コストが大きくなるとしても、なお取引を実現しようとする

のはなぜかということである。取引コストが大きくなるという状況下において

は、そうした取引を放棄することも考えられるわけである。

ここで重要になるのが、取引特定的投資である。取引においては、買手の要

求に応じて売手が特定の使途に特定化された資産への投資を行う場合があるが、

ある取引関係に特定化されているという意味で、こうした投資を取引特定的投

資と呼ぶ。このような投資は、他の取引への転用可能性を奪われるという意味

で埋没コストとなり、売手の投資は当該取引に閉じ込められることになる。ま

た、買手も供給を特定の相手に依存することになるため、代替的な取引相手を

失うことになる。こうして、双方独占的となる状況が生み出されることになる

のである。なお、取引特定的投資が直ちに双方独占につながるというわけでは

ない。取引相手を複数にすることが可能であるならば、それによって双方独占

の状況を回避することも可能であることから、こうした状況を生み出し、代替
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的な多数の取引相手を確保しうるならば、機会主義についても問題とならずに、

取引コストの問題も生じないのである。しかしながら、当初は多数の代替的な

取引相手が存在していたとしても、取引が継続される過程において、特定の当

事者に特別の資源や能力が偏っていくことになると、時間の経過とともに、当

初の多数性の取引が少数性の取引へと転化することになることも考えられるの

である。こうして、継続的な取引関係を通じて、事後的にも取引特定的投資は

生み出されうるのである17。いずれにしても、取引特定的投資の存在が、各当事

者を当該取引関係につなぎとめる役割を果たすということである。

４　取引コスト理論から見るメーカー・サプライヤー関係18

こうした取引特定的投資の程度は、各企業によって、また、各取引によって

相違するわけであるが、それに関わって取引の対象となる財の特性も相違する

ことになるのであるし、取引の対象となる財に対する要求が相違することで取

引特定的投資の程度も相違することになるのである。そして、こうしたことに

ついては、自動車産業における親企業と下請企業との関係、すなわち、メーカ

ー・サプライヤー関係において典型的に見ることができるのである。ここで、

部品等を供給する側の企業をサプライヤー、発注する側の企業をメーカーとし

て捉えることになるわけであるが、それらの間における取引を制御するために

特定のメカニズムが機能しているということであり、これに依ることで、どの

ような企業がどのような取引関係へ導かれることになるのかを明確にすること

が可能になる。

さて、この取引を制御するメカニズムについてであるが、いま、ある製品の

生産に２工程が必要であるとして、それらが技術的に分離可能であるとすると、

それらが１つのシステムとして機能するよう、両者間において何らかの制御メ

カニズムが機能しなければならないが、それは、システムの外界の変動に対し

て適応しうるように、中間生産物の流れとそれに伴う諸条件を調整することが

重要であるからに他ならないのである。制御の形態としては、市場による制御、

相対交渉による制御、統合化された制御などが考えられるが、日本の自動車産

業におけるメーカー・サプライヤー関係を制御している特徴的形態として、市

場によらない、また、統合するということにもよらない制御、すなわち、相対

交渉による制御をあげることができる。特に、これに焦点を当てることが、親

企業と下請企業との間に見られる取引関係の本質を見極めるうえで重要になる。

日本で成立している契約的枠組みのポイントとしては、あるサプライヤーが
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一旦特定の部品の供給源として選択されれば、最終生産物のそのモデルの量産

期間中は供給源を他に変更したりしないということ、また、最終生産物のモデ

ル・チェンジが行われるときには、再びそのサプライヤーが自動的に同種の部

品の供給源となるわけではなく、能力を有する複数サプライヤーの競争による

ということなどがあげられる19。

ここで、メーカーとサプライヤーとの間で取引されている部品、すなわち、

メーカーが外部の企業から購入して完成車の組み立てに用いている部品に注目

すると、一般的に市販されているものよりも、メーカーの要求に応じて生産され

ているもののほうが多いのであるが、後者は多様であり、それに対応して、サ

プライヤーの能力も多様なのである。表１は、それらについて、メーカーとサ

プライヤーとの間の技術的分担関係を基本的な基準として分類したものである。

表に記されている、貸与図の部品、承認図の部品については、それぞれ、メ

ーカーが作成した図面をサプライヤーに貸与することで生産される部品、そし

て、メーカーが提示した仕様に応じてサプライヤーが作成した図面をメーカー

が承認することで生産される部品のことである。さらに、それぞれについてサ

ブカテゴリーが設けられているが、右にあるほど、サプライヤーが、部品の開

発、製造工程の開発などにおいて、より能動的な役割を果たすということであ

る。加えて、これらのカテゴリーは、メーカー・サプライヤー間の取引関係の

継続性に関係をもっているのである。

承認図の部品を中心に据えて考えるならば、取引関係の進行にしたがい、市

販部品のカスタム化をメーカーが要求することによって承認図の部品が生じて

くるということ、また、貸与図の部品の調達方法の変更を検討する際に、メー

カーがサプライヤーに対して従来は任せていなかった図面作成業務を任せると

いう変更を同時に検討することがあるが、実際に当該業務を移管するに至り、

それまでの貸与図の部品が承認図の部品に変わることで承認図の部品が生じて

くるということが考えられるわけであり、取引関係の進行が、取引対象となる

財の特性を変化させることにつながるということである。

いずれの場合においても、メーカーによるサプライヤーの能力の評価が根底

にあるのであって、市販部品を従来供給してきたサプライヤーのなかで特に信

頼性の高い企業、貸与図の部品を従来供給してきたサプライヤーのなかで特に

信頼性の高い企業が、承認図の部品の取引も行うようになるという、動態的な

視点が含まれているのである。
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そして、ここにおける能力がメーカー・サプライヤー間の関係にとって重要

なのであるが、それは、特定のメーカーが持っているニーズを適切かつ効率的

に満たすように中間生産物を供給することを通じて、自企業とメーカーとの関

係を維持し発展させていくことを可能とするような、サプライヤーが組織とし

て持つ能力と表現されるものである。それはさらに、特定の部品の製品開発の

段階において相手のニーズに応えうる能力、その部品の製造工程を開発する段

階において相手のニーズに応えうる能力、その部品の量産段階において品質や

納期等に関して相手のニーズに応えうる能力、その部品の量産段階において部

品の設計面での改善や工程の改善に基づく原価引き下げを通じて相手のニーズ

に応えうる能力などに細分化することを通じて、サプライヤーを順位付けてい

くことも可能にする20。これはまた、いかなる能力をいかなる程度持っているの

かということを基準とした、サプライヤーの特徴付けとそれに応じた望ましい

関係性について考察することを可能にするのである。

なお、時間の経過にしたがい、一方でサプライヤーの能力は変化するし、他

方でメーカーの望む能力も変化する。すなわち、評価対象である能力は動態的

に変化するし、評価主体側の基準も変化する。したがって、ある時点において

ある特定のメーカーから高く評価されていたサプライヤーの能力が、次なる時

点においては他のメーカーから、より高い評価を得るということもありうるわ

けである。ここに至ることで、新たな企業間関係が成立することになるのであ

り、ここにおいては、特定のメーカーとのそれまでの関係のなかでサプライヤ

表１　部品およびサプライヤーの分類

（出所）浅沼萬里「日本におけるメーカーとサプライヤーとの関係―関係の諸類型とサプライヤ
ーの発展を促すメカニズム―」土屋守章・三輪芳朗編『日本の中小企業』東京大学出版
会、1989年、69頁。（一部抜粋）
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ーが蓄積してきた能力を基礎として、そのうち転用可能な部分について、新た

に他のメーカーとの関係のなかにおいても生かされていくということになる。

メーカーにとっても、サプライヤーにとっても、サプライヤーの能力が高ま

ること自体は望ましいことであり、サプライヤーにとっては、特定のメーカー

との取引関係のなかで能力が高まることで、当該メーカーからさらなるビジネ

スの機会を得ることが可能になり、利益獲得の機会も増加することになる。ま

た、高い能力を背景にした高付加価値な部品取引の機会を得ることで、単位当

たりの利益の幅も増加することになるのであるから、既存の取引関係の視点か

らしても、能力の向上は重要である。

いずれにしても、こうして見ることができるように、サプライヤーにとって、

相手のニーズに応えていくことが、既存の取引関係の維持においても新規の取

引関係の開拓においても重要な役割を果たすということには相違ないのである。

そして、それを可能にしてきたサプライヤーは、グローバリゼーションなどに

よる負の影響を深刻なものとはしないのである。

５　水平的な企業間関係

本稿では、企業間関係として取引関係に焦点を当て、その分析枠組みとして

取引コスト理論による接近を試みたわけであるが、企業間関係として必ずしも

取引関係を伴わないものもある。すなわち、特に中小企業において顕著な課題

となる、自社に不足する経営資源を共有する目的から、水平連携ネットワーク

の形をとる企業間関係である。ここで、これについてもコストの視点から若干

触れておきたい。

まず、連携の状況についてであるが、中小企業のうち４社に１社程度の企業

が企業間における連携活動に取り組んでいるというところであり、取り組んで

いる企業の割合は、図３に見るように、企業規模が大きくなるにつれて高くな

るような傾向となっている。具体的な連携活動の内容と企業規模との関連につ

いて見てみると、図４に見るように、共同研究開発は、企業規模の如何に関わ

らず、取り組んでいる企業の割合が他の連携活動に比べて高く、さらに、企業

規模が大きいほど取り組んでいる企業の割合が高くなっている。一方、共同仕

入、共同販売、共同受注、共同広告宣伝、共同情報化については、企業規模が

大きいほど取り組んでいる企業の割合が低くなっている。ここで、それらの連

携活動を行う目的にも注目してみると、事業コストの削減を目的としたものと

しては、特に共同仕入や共同物流などがあげられている21。
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図３　事業連携活動に取り組む企業の割合

（出所）中小企業庁編『中小企業白書（2003年版）』ぎょうせい、2003年、194頁。

図４　取り組む事業連携活動の内容

（出所）中小企業庁編『中小企業白書（2003年版）』ぎょうせい，2003年，195頁。



中小企業白書における企業間関係に対する一つの理論的接近

-55-

こうした活動は、前述のメーカー・サプライヤー間の取引関係との関連性か

らすると、サプライヤーとしての生産活動を支える活動として位置付けること

ができるものであるから、ここにおけるコスト削減が実現するならば、前述の

視点からのコスト削減とあわせて、総コストの節約化に貢献するものとなる。

なお、共同仕入や共同物流などによる事業コストの削減を目的とするような場

合には、当事者の変更や企業間の関係の解消といったことが、取引コスト上の

特段の問題を引き起こすことはないため、その制御についても特段の注意を払

う必要はないが、共同研究開発の場合には、その途上において、当事者の変更

があったり企業間の関係の解消があったりすると、機会主義に起因して取引コ

ストを上昇させる可能性があるため、その制御についても事前に十分検討して

おくことが必要になる。

６　結びにかえて

第３節において見たように、取引特定的投資は、取引関係が成立する前にお

いても後においても生じるわけであるが、この相違が取引コストの相違を生み

出すことになるのであり、取引コスト理論にしたがえば、こうした取引コスト

の相違が、企業間関係に対する差別的対応の必要性を導き出すのである。換言

すれば、いかなる条件下において、非下請企業のほうが、また、下請企業のほ

うがコスト節約的であるのか、また、いかなる取引の進め方がコスト節約的で

あるのかということを取引コスト理論に基づいて記述することで、今後の企業

間関係の方向性も検討することが可能になる。また、第４節において見たよう

に、特定の企業間関係のなかで特定の取引を進めることによって蓄積してきた

能力といえども、その評価の変化可能性を踏まえつつ動態的視点から見ていく

と、それを広義の新たなビジネスに活用しうるという可能性が生じてくるので

ある。すなわち、取引対象に注目すれば特定性が高いものであったとしても、

当該取引対象の生産活動を支える企業の能力としては転用可能な部分があるの

であるから、それを蓄積していくことで、取引関係について変更を迫られたと

しても、主導権を持って新たな企業間関係を構築していくことが可能になって

くる。さらに、第５節においては、総コストの節約化という視点をもって、企

業間の水平的な関係についても見たわけであるが、そこにおいても示したよう

に、すべての企業間関係に取引が伴うわけではないということを念頭において

おくことは重要である。ここに、取引を分析単位とする取引コスト理論の限界

の一端を見ることができるわけであるが、あわせて、取引コストの発生要因を



遠山　正朗・桐生　紘輔・長谷川雄亮・岩淵　　護・山内　貴志

-56-

通して直接的に企業間関係に接近しうる可能性があるということも見ることが

できた。こうした限界を克服するためには、まさに理論間での連携22が重要とな

ってくるが、それを今後の課題として結びにかえたい。
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